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経済論叢(京 都大学)第159巻 第5・6号,.1997年5・6月

中国地域間の雇用成長格差の動向と

人 口移 動 パ ター ンの変 動

戴 二 彪

1は じ め に

社会主義中国が成立 した1949年 以降,国 内人口移動は大まかに,50年 代の自

由移動時期,60年 代～70年代末の厳 しい移動規制時期,最 近の経済改革 ・開放

による規制緩和時期,の 三つに分けられる。それぞれの時期における人口移動

パターンはかなり違い,沿 海地域側か ら見ると,70年 代末前の純転出,70年 代

末以後の純転入と要約できる。

入口移動は様々な計画の重要な参考要因であるため,そ れに関する分析や予

測は従来から重要な研究対象になっている。とりわけ,高 度経済成長を続けて

いる今 日の中国では,人 口移動が活発し,そ の地域間移動パターンも大 きく変

忙 したため.こ のような動向の要因に対 して労働管理 ・都市計画 ・交通網建設

などの部門からの関心はこれまでないほど高 くなっている。

市場経済の国を対象 とする従来の研究では,人 口移動の要因として,地 域間

の所得格差と就業機会格差を取 り上げる例が多い。日本では,地 域間所得格差

が人口転出入や地域間人口移動を規定する重要な要因であることが実証されて

お り四,ま た,産 業構造の転換 に着 目して,雇 用成長格荒と人r/移動パターン

の関係についての研究もいくつか見 られている胸。

1)田 淵 隆 俊 〔エ987〕;「 地 域 間所 得 格 差 と地 域 間 人 口 移 動」,地 域 学 研 究,第17巻,215-226ペ ー ジ。

2)伊 藤 薫 口990〕:「 地域 間分 配 所 得 格 差 と 人口 移 動(1255-198611,経 済 科 学,第37巻 第4号 ,

293-318ペ ー ジD

3}阿 部 宏 史 〔1994〕;「 地 域 問 雇 用 成 長 格 差 の 長 期 的 推 移 と 地 域 人]変 動 」.都 市 計 画 論 文/
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一 方 ,中 国 の 人 口移 動 につ い て,近 年 で は 人 口 学 的 な記 述 分 析 を 中心 とす る

関連研 究 が 増 え て い る ものの,人 口移 動 パ ター ンの 変動 要 因 につ い て の実 証 分

析 は まだ か な り不 十 分 で あ る。 筆 者 は別 の 論 文 で,地 域 間所 得 格 差 要 因 を加 味

した 「修 正 」重 力 モ デ ル を用 い て,1985年 一1990年 の5年 間 の 中 国省 間人 口移

動 デ ー タ を分析 し,地 域 間所 得 格 差 が 近 年 の 中 国 に お け る人 口移 動 パ ター ンの

重 要 な規 定 要 因で あ る こ と を実 証 した%し か し,地 域 間所 得 格 差 だ け で は説

明 で きな い面 が あ る。 なぜ な ら,人 口 移動 パ ター ンが 大 き く転 換 した が,長 い

間 に中 国 にお け る地 域 間所 得 格 差 の 空 間 パ ター ンが従 来 か ら それ ほ ど変 わ って

い な いか らで あ る%中 国 にお け る人 口 移動 パ ター ンの 変 動 要 因 を よ り克 明 に

説 明 す るた め に,産 業 構 造 の転 換 に伴 う産 業 別 の 地 域 間成 長 格 差 の動 向 を分析

す る こ と は不 可 欠で あ る と思 わ れ る。 本 稿 で は,シ フ ト ・シ ェ ア分 析 を用 い て

改 革 開 放 政 策 の 実施 以 後 の 中国 にお け る産 業 別 地域 間雇 用 成 長格 差 を考 察 し,

人[移 動 パ ター ンの変 動 との 関 連 を検 証 す る 。 具体 的 に,以 下 の 点 につ い て,

分 析 を行 う。

1)各 時 期 の地 域 別 人H純 転 入 数 と純転 入率 を考 察 し,中 国 に お け る人 口移

動 パ ター ンの 動 向 を 明 らか に す る 。

自)各 地 域 の 産 業 ・職 業 別就 業 数 の変 化 の観 察 値(人 口 セ ンサ ス の調 査 結

果)に,シ フ ト ・シ ェア 分析 を適 用 し,改 革 ・開放 政 策 の 実施 と産 業 構 造

の 転 換 に伴 う地 域 間 産 業 ・職 業別 の雇 用 成 長 格 差 の 動 向 を検 討 す る。

3)人 口 転 入 率 と,シ フ ト ・シ ェ ア分 析 の結 果 か ら得 られ た地 域 の産 業 ・職

業 別 の 雇 用 成 長 の 「差 異 効 果 」 と の関 係 を,相 関分 析 と回帰 分 析 に よ って

分 析 し,産 業 ・職 業 別 の地 域 間雇 用 成 長 格 差 が 人 口移 動 に及 ぼ して きた 影

響 を 検 討 す る 。

＼集,No.29,55-60ペ ージσ

4)石 川義孝 〔1994〕:「人口移動の計量地理学⊥ 古今書院自

5}戴 二彪1:1996;,中 国における.入口移動の地域パターンとその決定要因,「応用地域学研究」,

No、2,201-212ペ ージ9

6)戴 二彪(1997},中 国における地域開発戦略の推移と地域間所得格差の動向(1952-1992),京

都大学 「経済論叢」別冊 「調査と研究」第12号.
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H分 析の方法と使用データ

1.シ フ ト・シェア分析

産 業 別 の 地 域 間雇 用 成 長 格 差 が 人 口移 動 パ ター ンに どの程 度 の影 響 を及 ば し

た か を検 証す る た め に,各 地 域 の 人 口 移 動 指 標 と産業 別就 業 者 数 の 変 化 の 間 の

関係 を考 察す る必 要 が あ る。 こ こで,注 意す べ きは,特 定 地 域 の 産 業 別 就 業者

数 の 変化 自身が,移 動 者 の 押 し出 しや 引 きつ ぎの直 接 的 な原 因 とな る とは考 え

に くい とい う点 で あ る。 そ れ は,.そ の 変 化 に は,全 国 の全 産 業 の 就 業 者 総 数 の

増 減 に よ る効 果 と,.全 国 の 特 定 の 産 業 部 門 の 就業 者数 の増 減 に よ る効 果,と い

う二 つ の各 地 域 に共 通 す る効 果 が 含 まれ て い る か らで あ る。 特 定 地 域 にお け る

産 業 別就 業者 数 の変 化 の観 察 値 か ら,こ の 両 効果 を あ らか じめ 分 離 して お く こ

とが で きる の は シフ ト ・シ ェ ア分 析 で あ る 。

シ フ ト ・シ ェ ア分 析(ShiftShareAnalysis)6」:Dunnら に よ って 提 案 さ れ7〕,

特 定 地 区 にお け る産 業 別 就 業 数 の 変化 を,.全 国 に お け る就 業 者 数 の 変化 の効 果,

全 国 にお け る特 定 の 産 業 部 門 に お け る就 業 者 数 の 変 化 の 効 果,更 に,特 定 地 域

に お け る当 該 部 門 の 就 業者 数 の変 化 の効 果,の 三 つ の 効 果 に分 離 す る手 法 で あ

る8,9,。これ ら は,そ れ ぞ れ,全 国 成 長 効 果(nationalgrowtheffect>,比 例 効

果(proportionaleffect),競 合 効 果(competitiveeffect>,と 呼 ば れ て い る1q}1%

伝 統 的 な シ フ ト ・シェ ア分 析 を式 の形 で 示 せ ば,以 下 の よ うに な る12)。.

4E㍑=瓦 匙+M眺+Ci斥(1)

7〕Dunn,S.E.〔1960〕,"AStatisticalAnalyticalTechniqueforRegionalAnalysis",Papersand

proceedingsoftheRegionalScienceAssociation,Vo1.6,PP.97-112.

8}Danison,M.W.et.1.〔198()〕,"TheInnerCityEmploymentProble皿inGreatBritain,

1952-76=aShiftShareApproach",Url)auStudies,Vol,17、pp.ユ93-210.

9)太 田 勝(19821シ フ ト シ ェ ア 分 析 と そ の 適 用,香 川 大 学 経 済 論 叢55,vv.127-139.

10)Richardsun,H.W.〔1987),TheStateofRegionalEconomics:aSvrvcyArticle,International

RegionalScienceReview3,PV.1..48、

11)Plane、D、A.(1989〕,Pupしlklt孟.nMigrationandEwnomicRestuctionintheUnitedStates,h.

tetna50nalRegionalScienceReview12,PP.263-280.

12)石 川 義 孝 〔1994〕=産 業 構 造 の 転 換 と 人 口 移 動 パ タ ー ン の 変 化,「 人 口 移 動 の 計 量 地 理 学 」,古

今 書 院,115-14呂 ペー ジ 。
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た だ し,ノ〉㍑=g㎜E`♂(2)

M醗=(9舵 一8。.)Ef乱`(3)

C;,=(8舐 一9館ρE眺2(4)

で あ り,理 佛 が 全 国 成 長 効 果,1臨 が 比 例 効 果,G乱 が 競 合 効 果 に相 当 す る。

な お,E♂ は 時 点'に お け る地 区 ピの 部 門 κ の就 業 者 数,AE,は 時 点'か

ら時 点'+1ま で の 期 間 にお け る地 区 ゴの 部 門 κ の就 業 者 の増 加 数,g。 。は同

期 間 に お け る 全 国 の 全 就 業 者 の 増 加 率,g激 は 同 期 間 に お け る全 国 の た 部 門

の就 業 者 の増 加 率,9醒 は同 期 間 に お け る 地 区 ∫の部 門 北 の 就 業 者 の増 加 率

で あ る。 式(1)は,両 側 をEノ で 割 る こ とに よ6て,次 の よ うに書 き改 め る

こ とが で きる。

9勝軍9舩 十(9躍起一9撚)十(9緯 一9露κ)(5)

な お,こ こで,部 門 髭 は 産 業 分 類 に よ る もの で あ っ て も,職 業 分 類 に よ る

もので あ っ て も構 わ な い 。 また,式 〔1>が 増 分 ベ ー ス の シ フ ト ・シェ ア分 析 で

あ る の に対 し,式(5)は 増 加 率 ベ ー ス の シ フ ト ・シ ェ ア分析 で あ る。 本 稿 で は,

近 年 の 中 国 にお け る人 口移 動 パ ター ンを考 察 す る際 に,地 域 の純 転 入 率 を主 な

指 標 と してい る。 これ と対 応 す る ため に,以 下 は 増 加 率 ベ ー ス の シ フ ト ・シ ェ

ア分 析 に基 づ い て,産 業 別 ・職 業 別 の 両 方 の 地 域 間 雇用 成長 を考 察 し,議 論 を

展 開 した い 。

式(5>か ら明 らか な よ うに,特 定 地 区 の あ る産 業 部 門 の就 業 者 増 加 率 の3つ

の成 分 の 内,全 国 成 長効 果(g朋)と 比 例 効 果(g。 κ一8㎜)は 全 国 的 に均 一 な伸

び率 か ら規 定 され るにす ぎず,当 該 地 区 の 産 業 別 の雇 用 成 長 の特 性 を規 定 して

い る の は 右 辺 の第 三 項 の 競 合 効 果 で あ る。 した が っ て,あ る地 区 ゴの 人 口 移

動 の 変化 と直 接 関連 す るの は 勘 自体 で は な く,%.,(8。rg。 。)の 両 全 国 成

分 を 翫 か ら除 い た(9ザg。 ∂ と考 え られ る 。

さ らに,上 述 した伝 統 的 な シ フ ト ・シ ェ ア分 析 に お け る増 加 率 ベ ー スの 競合

効 果(gik-gnk)は,Arcelus〔1984〕 に よれ ば,以 下 の よ うに分 解 で き る13>。

13)Arcelus脚F.」.(1984),AnExtenuonofShift-shafeAanalys虹s、GrowthandChange15,pp.3-8.
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(8鼠一9"斥)=(8酬 一9釦郭)十(9繭一9屍κ一9伽 一←8躍π)(6)

上式 の 右 辺 第1項 は地 域 成 長 効 果(regionalgrowtheffect),第2項 は差 異

効 果(differentialeffect)と 呼 ば れ る。 前 者 は,地 区 ごの全 就 業 者 の増 加 率 が,

全 国 の全 就 業 者数 の増 加 率 を どれ ほ ど上 回 る か,な い しは 下 回 るか を示 す 。後

者 は,競 合 効 果(g`此 一輪ρ か ら こ の地 域 成 長効 果(9(n-g。 。)を 取 り去 り,地

域fの 部 門 左 の雇 用 成 長 の特 性 を よ り明確 に表 現 して い る と考 え られ る。

Arcelusに よ る この よ うな拡 張 ぽ,地 域 歪の 部 門 丸の 就 業 者 数 の変 化 か ら全

国成 分 と地 域 成 分 の影 響 を と もに分 離 した点 に意 義 が あ る と評 価 され て い る1%

特 に 中 国 の よ うな発 展 途 上 国 に お い て,特 定 地 域 の産 業 別 雇 用 変 化 に お け る地

域 成長 効 果 は,経 済 成 長 に よ る労 働 力 へ の需 要拡 大 の影 響 よ りも,労 働 力増 加

の 圧 力 の影 響 が 強 い と い う可 能 性 が あ るか ら,地 域 ゴの 部 門 左 に関 す る よ り

厳 密 な 意 味 で の競 合性 を表 現 す るた め に は,そ の 地域 成 長 効 果(g`。 一8襯 〉 を

分 離 してお くこ とが 望 ま しい で あ ろ う。 従 っ て,人 口 移 動 パ ター ンに対 す る産

業 別 の 地 域 間雇 用 成 長格 差 と い う要 因 の 影 響 を検 討 す る た め に ば,人 口純転 入

率 と競 合効 果 の 内 の差 異 効 果(Six-gnk-8f。+8紛 の 関連 を検 討 す れ ば い い こ

とに な る 。以 下 で は,こ の考 え方 に基 づ い て分 析 を展 開す る。

2.使 用データの説 明

本研 究 の分 析 の地 域 区 分 は,基 本 的 に 中 国 の30の 省 レベ ルの行 政 区 区分 を用

い る が,デ ー タ の一 貫 性 を損 わ な い た め1988年 に設 立 され た 海 南省 は元 の所 属

省広 東 省 に統 合 し,デ ー タの足 りな い チベ ッ トは除外 した 。

中 国 の 国 内 人 口 移 動 に 関 す る全 国 の 統 計 に は,国 家 公 安 部 か ら発 表 さ れ る

1953年 以 後 の 戸 籍 登 録 制 度 に基 づ く毎 年 の 「人 口 遷 移 」(戸 籍 の 移 動 を伴 う移

動)統 計 と 国家 統 計 局 が1987年7月 ユ 日,.1990年7月1日 に それ ぞ れ 実 施 した

1%人 口 セ ンサ ス と第4回 人 口 セ ンサ ス(100%)で の5年 前 の居 住 地 調 査 に

14)Kmlds㎝,D.C.andRT&,R.(1991),Shift-shareAcialysisasaLinearModel,Environlnεnt

andPlanltingA23,pp.421-431.
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基 づ く人 口 移動 の デ ー タが あ る。 しか し,80年 代 に 入 っ てか ら,人 口流 動(戸

籍 の 移動 を伴 わ ない 移 動)の 活 発 に よ つ で'岡,公 安 部 デ ー タ(戸 籍 の 移 動 を

伴 う移 動 の統 計)が 次 第 に 中 国 に お け る人 口移 動 の 実 態 を 反 映 で きな くな った 。

この た め,本 研 究 で は,近 年 の 人 口移 動 パ ター ン と要 因 に 関 す る 検討 は,年 度

を 重 複 す る が,1987年1%セ ンサ ス か ら得 られ た1982-1987年 の5年 間 移 動

デ ー タ と1990年 セ ンサ スか ら得 られ た1985年 一1990の5年 間 移動 デ ー タに基 づ

い て行 う。 な お,中 国 にお け る 人 口移 動 パ ター ンの 長 期 の推 移 を概 観 す る際 に,

1985年 ま で の公 安 部 デ ー タ と1990年 人 口 セ ンサ ス デ 一 夕が 用 い られ た 。

また,シ フ ト ・シェ ア分 析 の 対 象 とす る産業 ・職 業 は 中国 の 人 口 セ ンサ ス で

用 い られ る標 準 産 業 ・職 業 分 類(産 業12種,職 業7種 〉 の業 種 を統 合 して 第1

表 の産 業5業 種,職 業4業 種 を設 定 した 。

中 国 に おい て,こ れ まで 全 国規 模 の産 業 ・職 業 別 の就 業.人口 に 関す る状 況 調

査 に は,1982年7月1日 に実 施 され た 第3回 人 口 セ ンサ ス,1987年7月1日 の

1%人 口 セ ンサ ス,1990年7月1日 の 第4回 人 口 セ ンサ ス の計3回 が あ った 。

前 述 の2つ の 分析 期 間(1982年 ～1987年,1985年 ～ ユ990')の.各 地 域 の 産 業 ・

職 業 別 の 雇 用 変動 を分 析 す る た め に,1982年,1987年,1990年 の セ ンサ ス デ ー

タは そ の ま ま用 い たが,1985年 の各 地 域 の 産 業別 就業 人 数E」 κ(1985)は1弼2

年 一1987年 の 期 間 の 平均 増 加 率 で 変 動 す る と仮 定 し,次 の式

E;,(1985)=E醜(1982)*(Eik(1987)/E敵(1982).)〔3/5}(7)

で 推 計 した 。

III人 口 移 動 パ タ ー ンの 動 向

1,移 動 パ タ ー ンの 長 期 的 推 移

中 国 に お け る 人 口 移 動 パ タ ー ン の 推 移 を 概 観 す る た め に,デ ー タ の 信 頼 性 と

15)早 瀬 保子 〔1991〕:中 国の人 口移動,「 発展途 上国の 人口移動」,ア ジア経 済研 究所,81-108

ページ。

16)戴 二彪 〔1996〕:「中国 の大都 市における流動人口の急増要因:上 海 を例 として」,京 都大学

「経済論叢」第158巻 第4号,108-132ペー ジ.、
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時 期 の連 続性 を配慮 し,1953年 一1985年 の公安 部 デ ー タ とユ990年 の第4回 人 口

セ ンサ スの 「前住 地調 査 結 果 」 を用 い った 。

と ころ で,各 省 ・直 轄 市 ・自治 区(以 下 で は ,省 と略 称)の 公 安 局(庁)に

よ る年 末 統計 を そ の ま ま ま とめ る公安 部 デ ー タをみ る と,全 国 の 省 外 転 出 数 の

合計 と省 外 転 人 数 の合 計 の 間 に か な り大 きな差 が あ る こ とが 分 か った 。1953年

司985年 まで の 中 国 で は,海 外 へ の人 口移 動 は極 め て 少 な か った ので ,省 外 転

人 数 と省 外 転 出 数 は 一 致 す る は ず で あ る。 この た め,年 度'の 両 者 の 間 の 差

AM'は 各省 の統 計 上 の誤 差 に よ る もので あ る と考 え られ る。 省 の 人 口 数 が 多

い ほ ど,統 計誤 差 の 重 要 な要 因 とな る移 動 登 録 の 漏 れ ・重複 が 多 くな る と見 ら

れ る た め,年 度'の 省 ゴの実 際 の 入 口 純 転 入 者 数NM;`は 次 の 式 で 修 正 す る

こ と にす る。

醐4ノ=NM,'(統 計 数)一AM`*(Pf「 ∠Pの(8)

た だ し,AM』 年 度'の 全 国 の省 外 転 入合 計 数

一年 度'の 全 国の 省 外 転 出 合 計 数

Pゴf:年 度'の 省 ∫の 人II数 ,P。':年 度'の 全 国 の人i..1数

さて,以 上 の よ うに修 正 され た 公 安 部 デー タ と第4回 の人 口 セ ンサ スデ 一 夕.

か らみ た 中 国 の 人 口移 動 パ タ ー ンの 推 移 を 示 す の は 第1図 で あ る。

第1図 か ら,中 国 の人 口移 動 パ ター ンは,北 京 ・上 海 ・天津 な どの 三つ の 中

央 直轄 市 を含 む 沿 海 地 域 側 か らみ る と,70年 代 末 前 の純転 出,改 革 ・開放 政 策

が実 施 され 始 め た70年 代 末以 後 の増 加 しつ つ 純転 入,と 劇 的 に転 換 して きた こ

とが 明 らか にな った 。

2.近 年の移動パターンの動向

近 年 の移 動 パ ター ンを よ り詳 し く示 して い るの は,1987TFの1%人 口 セ ンサ

ス と1990年 の第4回 人 口 セ ンサ ス の 「5年 前 居 住 地 」 調査 の結 果 に基 づ く第2

図 ・第3図 で あ る。

第2図 ・第3図 か ら見 られ る よ うに近 年 の 人 口 移動 パ ター ンの動 向 につ い て ,
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第1図 中国にお ける三大地域別の人 口純転入数の推移(万 人)
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(出 所)「 中国 常 用 人11数 拠 数 」(「 †1国人 口 出版 社,1994年)の 省 別 歴 年 純 移 動 統 計 に基 づ い て.

前 述 した 方 法 で 推 定 ・作 成
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第3図 中 国省 別 人 口縄 転 入 率(1985～]990)

匪』.

…欄嚇
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凡1F.
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[コ 棚 下

〔コ 糊 査

次 の 特 徴 が あ る。

1>東 部 沿 海 地 域(11省)は 中国 の 主 な人 口純 転 入地 域 とな って い る。1982

年 一一1987年,1985年 一ユ990年 の 両 時期 に,純 転 入省 の数 はそ れ ぞ れ10省 と

14省 で あ るが,そ の内,沿 海 地域 は そ れ ぞれ8省 と9省 を占 め て い る 。特

に,最 も高 い 平 均所 得水 準 を持 つ3つ の直 轄 市 と最 も激 しい 経 済 成 長 を続

け て い る広 東 省 は高 い純 転 入 率 を 見せ てお り,中 国 の 人 口 流 入 の 中心 と言

え る。

2)1982年 ～1987年 の移 動 パ ター ン と比 べ る と,1985年 一1990年 に おい て,

東 部 沿 海へ の移 動 流 は更 に強 くな って い る と と もに,西 部 の新 彊 ・青 海 な

ど人 口密 度 の低 い省 も純 転 入 省 とな った 。

IV地 域 間 雇用 成 長 格 差 の 動 向

改 革 ・開放 政 策 が 実 施 きれ た 以 後 の 移動 パ ター ンの変 化 に対 して,産 業 別 の
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地域 間雇 用 成 長 格 差 要 因 は 果 た して どの よ うな影 響 を与 えて い るの か,本 節 は,

まず,中 国 の産 業 別 の 地 域 間 雇用 成長 の動 向 を検 討 す る。

1.全 国の産 業構造の長期的推移 と近年の動 向

1952年 ～1990年 の期 間 に,全 中 国 の就 業 人 口数 は2 .07億 人か ら5.67億 人 まで

増 加 した 。 そ の 産業 別 の構 造 の推 移 は第'1図 に示 され てい る。

_… 一 一 ・一 一 麗
90%

80%

70%

60%

　
o%
195254565860626466087f}72747678808284868890

出所,[中 国統計年鑑 ・1りり且」の99べ・.一ジにより作成。

注)50年 代後半の激し.い変動は[大 躍進」政策によるものである。

第4図 か ら,中 国 の産 業 構 造 は,い ま だ に 第 一 次 産業 中心 で あ るが,と りわ

け70年 代.後期 か ら第一 次 産 業 か ら第 二 次 産 業 ・第 三次 産 業 へ 著 し く転 換 しつ つ

あ る こ とが 分 か る。 産 業 構 造 の この よ うな変 動 は,一 側 面 か ら 中国 の経 済成 長

の歩 み を反 映 して い る と言 え よ う。

近 年 の産 業 構 造 の 変 動 を よ り詳 し く示 して い る の は第2表 で あ る。 こ この産

業 ・職 業 分 類 は第1表 に 基 づ くもの で あ る。

第2表 か ら見 られ る よ うに,全 国 の産 業(職 業)別 の就 業者 の増 加 動 向 に は

か な りの 変 化 が あ った が,い ず れ の時 期 にお い て も,非 農 業 俳 農職)全 体 の

就 業 者 の 増 加 率 は 農 林 水 産 業 儂 林 水 産 職)の 就 業 者 の増 加 率 を ヒ回 っ てい る。

産 業 構 造 にお け る この よ うな動 向 に起 因 す る雇用 成長 格 差 は近 年 の 人 口移 動 パ

E

團 圏 剛.
「

螢



、

.

石一己.

中国地域 間の雇用成長格差の動向 と人口移動 パ ターンの変動(475)131

第1表 シ フ ト ・,エ プ分 析 の た め の 業 種 分 類

統合後の分析対象業種 含 まれてい るセ ンサスでの標準分類 の業種

農 林 水 産 業 農林水産業口〕

工 業 工 業 匿;,地 質 調査 業〔3)

建 設 業 建設業㈲産

業

別

サ ー ビ ス 業 運輸 通信業〔5),卸小売 り業㈲,金 融保険業ω,不 動

産管理 ・住居 サービス業(7}

行 政 ・文 化 事 業 衛生 ・ス ポ ー ツ ・社 会 福 祉事 業㈹,教 育 ・文 化 ・芸

術 ・マ ス コ ミ業(9},科 学 研 究 ・技 術 開.発業 口①,国 家

機 関 ・政党 機 関 ・社 会 団 体〔吻

農 林 水 産 職 農林 水産職〔6)

生 産 職 生産労働者 ・運輸労働者 ・ほかの労 働者〔7)
職

業

別

専 門 ・ 事 務 職 専 門技術者田,行 政 ・政党 ・社団の幹部 と企業の責

任者②,事 務員〔3〕

販 売 ・サ ー ビ ス 職 商 業 販 売 職:4),サ ー ビス業 職 〔5)

注)=括 弧内の番号 は人口センサ スでの業種の分類番号。

第2表 近 年 の 中 国 の 産業 別 ・職 業 別 就 業 者 の 増 加率 〔%)

就 業 部 門 1982-1987 ユ985-1990

全 産 業 ・ 職 業 12 16

農 林 水 産 業 8 16

産 非 農 産 業 合 計 23 ユ8

業 工 業 25 6

別 建 設 叢 21 一2

サ ー ビ ス 業 38 36

行 政 ・文 化 事 業 6 31

農 林 水 産 職 】G 15

職 非 農 『 職 17 20

業 生 産 職 15 8

別 専 門 ・事 務 職 8 32

販 売 ・サ ー ビス職 42 37

酷 所)=82年 セ ンサ ス,87年1%セ ンサ ス,90年 セ ンサ ス よ り算 出。 これ

以 外 に,い ず れ の 部 門 に も含 ま れ て い な い 「分 類 不 能..1が あ る。
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ター ンの 変 動 の 重 要 な 背 景 で あ る と 推 察 さ れ る 。

2.シ フ ト・シ■ア手法 による地域間産 業別 ・職業別 雇用成長格差の分析

第2節 に述 べ た よ うに,シ フ ト ・シ ェ ア分 析 に よ って,特 定 地 区 に お け る産

業 別 就 業 数 の 変 化 を,全 国成 長 効 果,比 例 効 果,競 合効 果,の3つ の成 分 に分

解 す る こ とが で き る。3つ の 成 分 の内,全 国成 長効 果(8。 。)と 比 例 効 果(8燃

一g 朋)は 全 国 的 に均 一 な伸 び率 か ら規 定 され る に す ぎず,当 該 地 区 の産 業 別

の雇 用 成 長 の 特 性 を規 定 して い る の は 競.合効 果(gゴ ドg諭 で あ るか ら,あ る

地 区 の人 口移 動 の 変 化 と直接 関連 す る の は競 合 効 果 と考 え られ る。 さ らに,競

合効 果 も,地 域 成 長 効 果.(8m-8n.)と 差 異 効 果(8醜 一g駄 一9師+g。 。)の 両 成

分 に分 解 す る こ とが で き,後 者 は,競 合 効 果(幽 一8。∂ か ら地 域 成 長 効 果

(8「。一8聞)を 取 り.去っ た後 の 地 区 ゴの 部 門 ん に 関 す る,よ り厳 密 な 意 味 で の

競 合性 を表 現 す る と考 え られ る。 次 は,主 に 各 地 区 の 産 業(職 業)別 の差 異 効

果 動 向 につ い て 検 討 す る.が,地 域 別 の雇 用 成 長 の 動 向 を概 観す るた め に,ま ず

地 域 成 長 効 果 を示 す こ とに しよ う。

第5図 の 地 域 成 長 効 果 は,各 地 区の 全 就 業 者 の 増 加 率 が,全 国 の 全就 業 者 数

の増 加 率 を どれ ほ ど上 回 る か,も し くは下 回 るか を示 して い る。 同 図か ら,両

分 析 時 期 にお い て か な りの変 化 が あ った と見 られ るが,概 して い え ば,純 転 入

省 の 上 海 ・北 京 な どの 東部.沿海 数 省 の地 域 成 長 効 果値 が,逆 に 内陸 地 域 の多 く

の純 転 出 省 の そ れ よ り低 い こ とが 分 か る。 これ は,.中 国 に おい て人 口移 動 が 活

発 にな って い る もの の,地 域 の就 業 者 全 体 の 変動 に与 え る影 響 が まだ 大 き く.な

く,地 域 の 就 業 者 数 の変 化 は主 に地 域 内 の 労 働 力 の供 給 動 向 に左 右 され て い る

こ と を反 映 して い る。 内陸 諸 省 で は農 村 人 口 の シ ェ ア と人 口 の 自然 増 加率 が高

く,教 育 を 受 け る 年数 も東 部 沿 海 地 域 よ り短 い の で,農 業 や イ ンフ ォー マ ル ・

セ ク ター の 「就 業 者」 に な る時 期 が 早 い 。 これ らの就 業 者 のか な り部 分 は 「潜

在 失 業 者 」 と言 うべ きで あ るが,そ れ を区 分 す る こ とは難 しい ので,統 計 上 ほ

とん ど 「就 業.者」 と して分 類 され て い る。 した が って,農 村 人 口の シ ェ アや適
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齢 労 働 力 の 自然 増 加 率 が 高 い ほ ど,地 域 成 長 効 果 値 が 高 くな る の は 中 国 の現 状

で あ る。 この 点 か ら も,雇 用 成 長 格 差 と.入口移 動 パ ター ン.の関連 を考 察 す る際,

産業 別 の競 合 効 果 か ら,こ の地 域 成 長 効 果 を取 り除 き,差 異効 果 を抽 出す る必

要性 が改 めて 認 識.され よ う。

第6図 は各 省 の 農 林水 産業 の差 異 効 果 を示 して い る 。3大 直轄 市 の 北 京 ・上
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海 ・天 津 をは じめ,沿 海諸 省 の 多 くで.は,農 村 人 口の シ ェ アが 相 対 的 に小 さ く,

非 農 業 て の 雇 用 機 会 も相対 的 に 多 い た め,農 村 余 剰 労働 力 が非 農業 に吸 収 され

つ つ あ り,両 期 間 と もに差 異効 果 の値 が.負に な っ てい る。 一 方,内 陸諸 省 の多

くで は,農 村 人 口 の シェ アが 大 ぎ く,郷 鎮 企 業(農 村 企 業)17〕の 発展 と外 資 系

企 業 の誘 致 も遅 れ て お り,適 齢 労働 力 の ほ と ん ど は農 業 労 働 者 にな る しか な い

た め,差 異効 果 の 値 が ほ とん ど正 に な っ てい る。

⑪.6

〔レ.4

0,2

0

-0.2

-0 .4

-0 .6

-0 .8

第7図 工業 の差 異効果 の動向 圖
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第7図 は各 省 の 工 業 の差 異 効 果 を示 して い る。 農 林 水 産 業 と比べ る と,工 業

の差 異 効 果 の値 に は,は っ き りと した沿 海 ・内 陸 別 の 地 域特 徴 が み られ な い。

1982年 ～ユ987年 の期 間 に,郷 鎮 企 業 の急 成 長 を遂 げ た 江 蘇,断 江,広 東 な ど の

沿 海 数省 お よ び豊 富 な鉱物 資源 を有 す る若 干 の内 陸 省 で は,.値 が正 に な っ て い

るが,北 京,上 海,天 津,遼 寧 な どの そ の他 の地 域 で は,工 業 の 主体 は 国有 企

業 で あ り,企 業 内の 労働 力 の過 剰 や 新 規 投 資 の不 足 な どの 原 因 で,:..i:業雇 用 の

増 加 は低 迷 してい た た め,値 が ほ とん ど負 に な って い る。....一方,1985年 ～1990

年 の期 間 に,ユ989年 の 経 済 引 き締 め政 策 の影 響 を受 けて 郷 鎮 企 業 の倒 産事 件 が

多 く起 きた江 蘇 省,断 江.省で は値 が負 に逆 転 した が,外 資 系 企 業 の 主 な 受 け皿

と して の広 東省,福 建 省 お よ び国 有 企業 の集 中 してい る諸 省 で は,値 が ほ とん

17>渡 辺利夫など 〔1993〕=「図説中国経済 ・第9章 郷鎮企業」を参照,日 本評論社。
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第8図 建設業 の差異効果の動向
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ど上 が って い る。

第8図 は建 設業 の差 異効 果 が 示 して い る。1982年 一1987年 の 期 間 に,前 の第

4表 か ら見 られ る よ うに,中 国 の 建設 業 で は高 い雇 用 成 長 を記 録 した 。 同期 に

お い て,値 が 正 に な って い るの は郷 鎮 企 業 の急 成 長 で 躍 進 した 江 蘇,漸 江,山

東,広 東 な どの 沿 海 諸省 及 び 少数 の 内陸 資 源 省 で あ る。 一 方,198',年 一1990年

の期 間 に,1989f1=の 経 済 引 き締 め政 策 の影 響 で,建 設 業 全体 の雇 用 成 長 率 は低

くな っ た が,同 期 間 に,住 宅 団 地 開 発 や 社 会 基 盤 施 設 の 建 設 を進 め て い た北

京 ・上 海 ・天津 で は,値 が1982年 ～1987年 の 期 間 の負 値 か ら高 い 正 値 に転 じた

こ とは注]的 で あ る。

.第9図 はサ ー ビス業 の 差 異 効 果 を 示 して い る。 サ ー ビ ス業 は近 年 の 中 国 に お

け る成 長 の 最 も速 い 産 業 で あ る。 大都 市や 中都 市 で は,金 融 業,卸 ・小 売 り業,

ホ テ ル 業,通 信 運 輸 業 な ど の 成 長 ぶ りが 目立 つ よ う に な っ た が,数 多 くの

「鎮 」 な どの 小 都 市 で は,露 店 販 売 な ど の イ ン フ ォ ー マ ル ・セ ク ター に属 す

サ ー ビス業 の 就 業 者 が急 増 して い る。 フ ォーマ ルか イ ン フ ォ.一マ ルか を別 とす

れ ば,サ ー ビ ス業 の 雇 用 成長 の地 域 格 差 はあ ま り大 き くな い とい え る。 この た

め,第9図 か ら,サ ー ビス業 の差 異 効 果 の 値 に は,地 域 別 の特 徴 が 見 出 しに く

い の で あ る。
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第9図 サー ビス業の差異効果の動向 團

.

一
.

20一

一〇 .4

4〕.6

帖 叫lrい

12345679910111213141516171819202122232425262728

0.5

0.4

0.3.

0.2

0.聰

o

- 0.1

一⑪.2

-o .3

-0 .4

第10図 行政 ・文化事業 の差異効果の動向 團
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第10図 は,行 政 ・文 化事 業 の差 異 効 果 を示 して い る。 「文 化 人 革 命 」(1966～

1976)の 間 に,中 国 の 文 化 ・出 版 ・芸 能,教 育(特 に大 学 ・専 門学 校 教 育),

学 術 研 究 な どの 文 化 事 業や,立 法 ・司 法 ・経 済 管 理 な どの一 部 の行 政 機 能 は大

き く破 壊 さ れ た 。 改 革 開 放 以 降,「 文 化 大 革 命 」 へ の清 算 に よ って,関 連 の 行

政 機 構 が 徐 々 に回復 ・充実 し,各 種 の文 化 事 業 の.発展 も北 京,上 海,天 津,及

び広 州(広 東 省 省都),南 京(江 蘇 省 省 都)な どの 沿 海 大 都 市 か ら,時 間 差 を

伴 って 全 国 へ広 が って い る。 第10図 か ら見 られ る よ うに,ユ982年 一1987年 の 期
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間 に,値 が正 に な っ て い る省 の 多 くは 沿 海省 で あ る。 そ して,1985年 一1990年

の期 間 に,値 の地 域 別 特 徴 が 不 明確 にな った。 こ の よ うな動 向 には ,中 国 の行

政 ・文 化事 業 の 回復 ・発 展 過程 が 反 映 さ れ て い る と推 測 で き る。

さ て,各 地 域 の職 業 別 の 差異 効 果 に 関す る分 析 結 果 につ い て,農 林 水 産 職 は

農 業(第6図)と,販 売 ・サ ー ビス職 は サ ー ビス 業(第9図),専 門 ・事 務 職

は行 政 ・.文化 事 業(第10図)と,ほ ぼ 一 致 し,生 産 職 はユ:業(第7図)と 似 っ

てい る と見 られ る。紙 面 の制 限 のた め,各 地域 の職 業 別 の差 異 効 果 の 図 示 は省

略 す る。

v地 域間産業別雇用成長格差と人ロ移動パターンの関連

本節では,第3節 と第4節 で検討 した人口移動パターンの動向と地域間産業

別雇用成長格差 との関連を相関分析及び回帰分析によって考察する。

第3表 は分析期間の人U純 転入率(=純 転入者数/地 域人1..」数)に ついて,

シフ ト・シェア分析によって測定された地域成長効果 ・産業(職 業)別 の差異

効果との相関関係 を求めた結果である。

上表の結果を見ると,ま ず,地 域成長効果と純転入率の相関は両期間ともに

負になっていることが分かる。この結果は,中 国において,雇 用の地域成長効

果は主 に地域内の人口(適 齢労働力)の 自然増加に左右され,同 効果は人口

第3表 人口純転 入率 と(雇 用成長の)地 域 成長効果 ・差異効果 との相関係 数

1982-1987 1985一 工990 1982-19呂7 1985-1990

地 域 成 長 効 果 一 〇 ,51 一〇.34 地 域 成 長 効 果 一 〇
.51

一 〇
.34

産業別差異効果 職 業 別 差 異 効 果

農 林 水 産 業 一 〇
.76

一 〇
.69 農 林 水 産 職 一 〇

.77
一 〇

.70

工 業 D.30 O.09 生.座 職 0.32 O.00

建 設 業 0.18 0.63

サ ー ビ ス 業 0.28 0.03 販 売 ・サ ー ビス職 0.29 一 〔)
.23

行 政 ・文 化事 業 0.70 一 〇
,14 専 門 ・事 務 職 0.68 0.04

注):純 転 入率≡純転人数/地 域の入L1数g
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(労働 力)を 押 し出す よ うに働 い てい る こ とを 反 映 してい る と考 え られ る。

同表 か ら,純 転 入 率 と農 林水 産 業 農 林 水 産 職)の 差 異 効 果 との 間 は,両 期

間 と もに強 い 負 の 相 関 で あ る こ と も明 らかで あ る。 これ は,農 業 の 新規 就 業 者

は ほ とん ど余 剰 労 働 者 にな って お り,同 産業 の差 異 効 果 が 高 い ほ ど,労 働 力 を

地 域 外 へ 押 し出す カ(プ ッシ ュ要 因)が 強 くな る こ と を物 語 って い る,一 方,

純 転 入 率 とほ か の 産 業(職 業)別 の差 異効 果 との 相 関 関係 に は,時 期 に よ って

変 化 が あ る。1982年 一1987年 の期 間 に,純 転 入寧 との相 関 関係 につ い て,強 い

相 関 を示 して い るの は,産 業 別 は行 政 ・文 化 事 業 の差 異効 果,職 業 別 は 専門 ・

事 務 職 の差 異 効 果 で あ る。 これ に対 して,1985年 一一1990年 の 間 に,強 い相 関 を

示 して い るの は,産 業 別 は 建 設 業 の差 異 効 果 で あ り,職 業 別 は 分 類 の原 因 も

あ って,該 当 の職 業 が 見 当 た らな い とな っ て い る。.

さ て,人 口移 動 パ ター ンにつ い て,果 た して どの 産 業(職 業)の 差 異 効 果 が.

決 定 的 な影 響 を与 え て い る の か を検 証 す るた め に,回 帰 分析 を 行 ってみ よ う。

第4表 は地 域 の 純 転 入 率 を従 属 変数,各 産 業(職 業)の 差 異効 果 の値 を説 明 変

数 と して 重 回 帰 分 析 に よ る結 果 で あ る。

上 表 に示 さ れ る 自由 度修 正済 み決 定 係 数 をみ る と,2つ 時期 につ い て,産 業

別 の 差 異 効 果 を 説 明変 数 とす る 回帰 式 も職 業 別 の 差 異効 果 を 説 明変 数 とす る回

.帰 式 も,か な.りの 説 明力 が 得 られ て い る こ とが 分 か る。

同 表 か ら明 らか な よ うに,1982年 ～1987年 の 移動 パ ター ンに有 意 な影 響 を し

て い るの は,産 業 か らみ れ ば,農 林 水 産 業 と行 政 文 化 事 業 で あ り,職 業 か らみ

れ ば,農 林水 産職 と専 門職 で あ った 。 農 林水 産業(職)の 就 業 者 の 差 異効 果 の

値 が 高 い ほ ど,当 該 地 域 の 余 剰 労働 力 が 多 い と考 え られ る。 そ こで,同 差 異 効

果 の 係 数 が負 に な る の は,理 解 しや す い結 果 で あ る。 行 政 文 化事 業 及 び専 門職

の 差 異 効 果 が 正で あ り,有 意 で あ る こ.とは,同 時 期 の 人 口移 動 に お い て,行

政 ・教 育 ・文 化 事 業 の 回復 ・振 興 に伴 い転 勤(復 職)・ 大学 進 学 ・大 卒 就 職 な

どの エ リー ト移 動 が 重 要 な位 置 を 占 め て い た こ とを反 映 して い る と思 われ る。

一 方
,1985年 一1990年 の 移動 パ ター ンに有 意 な影 響 を与 えて い る の は,産 業
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第4表 産 業 ・職 業 別 差 異 効 果 に よ る回帰 分 析(被 説明変数:純 転.入事)

産 業 別 1982-1987 1985-1990 職 業 別 ユ982一博87. 1985-1990

定 数
o,ooo

(一2.38>*

_0 .001

〔一2,QD*
定 数

D,000

(一1.85>・

一 〇 .001

-1.90>・

農 林 水 産 業
.一〇,041

(一3.49>料

一 〇.094

(一4.01)**
農 林 水 産 職

一 D.047

(一3.99〕 窄串

一〇.128

(一6.07)畔

工 業
一〇.002

〔一 〇,41)

一 〇 .015

(一1.12)
生 産 職

....O,006

(一 〇,90)

(一 〇.009)

(一 〇.49)

建 設.業
19.88

(2.19)串

サ ー ビ ス 業
一 〇.009

(一1.06)

O,OO2

(o.ll〕
販 売 ・サ ー ビス 職

一 〇.007

(一1.19>

一 〇 .014

(一 〇.99)

行 政 ・文 化 事 業
0,016

〔2.28戸

一 〇
.017

←1.16)
専 門 ・事 務 職

D.014

〔1.了9)ホ

0,OD5
(o.31)

自由度修正済k= 0.59 0.s7 自由度修正済 解 0.59 0.56

有 意F値 4.3E-05 1.6E-05 有 意F値 1.GE-05 3.1E-06

注):純 転入率=純 転 人数/地 域 の人[数;()内 は,回 帰係数 のt値 。**と*は それぞ

れ19675%水 準で有意。

からみれば,農 林水産業と建設業であり,職 業か らみれば,健 設現場職は生

産職に含まれるので〉農林水産職のみであった。農林水産業(職 〉の雇用成長

の差異効果は相変わ らず人日移動のプッシュ要因として働いているのに対 して,

建設業の雇用成長の差異効果の係数は正の値であ り,同 時期の人口移動の重要

なプル要因(吸 引力)に なっていると見られる。プル要因が行政 ・文化事業か

ら建設業へ転換 したの背景には,農 村余剰労働力ボ人口移動の主流になり,そ

の多 くは,都 市部の若者に敬遠されつつある建設現場職をはじめとする底辺労

働者 となっている動向があると考えられる。プル要因の構成におけるi述 の変

化か ら,中 国の人口移動が,エ リー ト中心の移動から,農 村余剰労働力の向都

移動を中心 とする本格的な都市化段階に入っていると考えてよいだろう。

ところで,注 意すべきは,本 研究の対象時期のいずれにおいても,通 常農村

人口の向都移動の最 も重要なプル要因といえる工業の雇用成長について,そ の
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差 異効 果 の係 数 が 有 意 で ない こ とで あ る。 この点 につ いて,中 国 は 日本 を含 む

多 くの 国 の経 験 と か な り違 う よ うに 見 られ る 。 そ の原 因 は主 に

1)80年 代 の10年 間 に おい て,全 国 の 工業 雇用 の増 加 規 模 が3千 万 人 も.h回

る が,そ れ は 主 に 農 村 部 の 郷鎮 企 業 の 躍 進 に よ る もの で あ る18〕.しか し,

同 時期 の郷 鎮 企 業 は,村 弁 企 業(行 政 区 区分 の 最末 端 で あ る村 に所属)に

せ よ,郷 ・鎮 弁 企 業(村 か ら構 成 さ れ る郷 及 び鎮 に所 属)に せ よ,雇 用 規

模 が 小 さ く,従 業 員 が 同 じ村 あ る い は 同 じ郷 ・鎮 出 身 の が ほ とん どで あ る。

これ らの企 業 は地 元 の 農 村 余 剰 労 働 力 の受 け皿 の役 割 を大 き く果 た した も

の の,地 域 外 の労 働 力 に対 す る雇用 規 模 が大 き くなか った 。

2)上 海 ・北 京 ・天 津 を代 表 とす る中 国 の 大都 市 で は,通 常 の発展 途上 国 に

見 られ な い ほ ど膨 大 な工 業 集 積 が あ る もの の,そ の.多くは 国有 企 業 で あ り,

従 来 の雇 用 体 制 の も とで ほ とん どの企 業 はす で に過 剰 雇 用状 態 にな って い

る19}。さ らに,市 場 経 済 の導 入 に伴 い,国 有 企 業 の 市場 競 争 力 が 弱 くな り,

過剰 労 働 力 の リス トラ を迫 られ て い る。 この た め,ほ とん どの大 都市 及 び

巾都 市 で は,市 外 労働 力 の フ ォー マ ル ・セ ク ター の雇用 が厳 し く制 限 され

て い る。

と考 え られ る。.要す る に,80年 代 に お い て,中 国 の工 業 成長 は,日 本 の高 度 経

済成 長時 期 に見 られ る集 中 的 な工 業 化,即 ち工 業 立 地 の大都 市 圏 へ の集 中現 象

と異 な り,分 散 的 で あ る。 この よ うな工 業 化 パ ター ンが労 働 力 の 産業 間移 動 を

主 に郷 ・鎮 の よ うな局 所 的範 囲 内 に発 生 させ るの で,工 業 の雇 用 成 長 の地 域 格

差 が 省 間人 口移 動 パ ター ンに与 え る影 響 を弱 め て い る と考 え られ る。

VI結 び

本研究では,中 国における入口移動パターンの推移,お よび改革開放後の産

業(職 業)別 の雇.用成長の地域格差動向を考察 し,両 者の関連を検討した.。得

18>「 中国統計年鑑」 〔1992〕及び注13)を 参照。

19)喩 文益 〔1994〕=過剰 就業的制度 囚素,清 華 大学学報 ・哲学社 会科芋版,第2期 。
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られ た 主 要 な 知見 は以 下 に ま とめ る。

1>改 革 開 放 以後,中 国 の著 聞人 口 移動 パ ター ンは,三 大 直 轄 市 を含 む 東 部

沿 海 地 域 か らみ れ ば,従 来 の 純 転 出 か ら純 転 入 へ 転 換 した 。

2)Il個 の経 済成 長 に伴 って,産 業構 造 に お け る農 業 か ら非 農 業 へ の 転換 が

進 んで い る一 方 で,地 域 間 の 産 業別 の成.反格 差 が 存 在 して い る 。 シ フ ト ・

シェ ア分 析 に よ って測 定 さ れ た各 省 の産 業(職 業)別 の 雇 用成 長 の差 異 効

果 か ら見 る と,内 陸地 域 で は農 林 水 産 業(職 〉 の 雇用 成 長 が 目立 つ が,東

部 沿 海 地 域 で ば,1982年 ～ ユ987年 に行 政 文 化 事 業 の 競 合性 が 強 く,1985年

一1990年 に は建 設 業 の 競 合性 が 強 い と考 え られ る。

3)上 述 した 人 口移 動 パ ター ンの動 向 と同時 期 の 地 域 間 産 業 別雇 用 成 長 格 差

の動 向 との 間 に,か な り高 い 関連 が あ る こ とが 確 認 さ れ た 。1982年 一ユ987

年 にお い て は,農 林 水 産業(職)の 雇 用 成 長 の 差 異効 果が 人 口移 動 の プ ッ

シ ュ要 因 で あ り,行 政 文 化事 業(専 門 職)の 同 効 果 は 人i..i移動 の重 要 な プ

ル 要 因で あ る と考 え られ る。 これ に 対 して,1985年 ～1990年 にお い て は,

農林 水 産 業(職)の 雇.用成 長 の 差 異効 果 は相 変 わ らず 人 口移 動 の プ ッシ ュ

要 因 と して 働 い て い るが,建 設 業 の 同効 果 は最 も重 要 な プ ル要 因 で あ る と

考 え られ る。

4)対 象 期 間 の い ず れ に お い て も,工 業 の雇 用 成 長 の差 異効 果 につ い て,そ

の 人 口 移 動 パ ター ンに与 え る影 響 が 検 出 され な か った。 これ は 中国 の80年

代 の 工 業 化 が郷 鎮 企 業 の成 長 を 中心 に分 散 的 に推 進 され た結 果 と言 え よ う。

さ て,本 研 究 は 改革 開放 と産 業 転 換 に起 因 す る 地域 間雇 用 成 長 格 差 とい う視

点 か ら中 国 の 人 口移 動 パ タ ー ン の変 動 要 因 を分 析 し,一 定 の成 果 が得 られ た も

の の,デ ー タ不 足 のた め,対 象 時 期 が 重複 してい る こ とや,改 革 開放 前 の時 期

に つ い て分 析 して い ない こ とな どの 欠点 が 残 って い る。 また,中 国 の よ うな広

.い 国 に対 す る集 計 分 析 そ の もの は,多 様 な地 域 ご との特 性 を見 え な く して しま

う危 険性 が あ る と思 わ れ る、,急速 に進 んで い る 中国 の 人II動 ・都 市 化 の 動 向

と要 因 を よ り正 し く把 握 す るた め に は,よ り長期 的 な デ ー タに基 づ く分 析 と代
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表 性 の あ る地 域 に 関す る考 察 が 必 要 で あ る。 これ らにつ い て は,今 後 の 課 題 に

した い 。

本稿4t,1996年3月 同志杜大学 にて開催されたア ジア都市問題研究会で発表 したデ ィ

スカッションペーパーを骨子 と して修正 した ものである。京都大学私誉教授山「日浩之

先 生をは じめ,同 研究会の諸先生方か ら有 益のコメ ン トをいただいた。論文の修正に

当 り,京 都大学経済学部西村周三先生 ・田渕隆俊 先生か らご指導をいただいた。感謝

の意を表 す。


